
現在

 ファンドの概況  資産構成比（実質組入比率）

 設定来の基準価額の推移

　騰落率

　ポートフォリオの概況 　ご参考
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平均直接利回り（％）

平均最終利回り（％） 為替ヘッジ前

修正デュレーション（年）
ロールダウン効果込み利回り（％）　為替ヘッジ後

※3

組入全銘柄数

平均格付

平均最終利回り（％） 為替ヘッジ後※1

ロールダウン効果（％）※2

8.32

7

0.83

参考指数 -4.73%-0.98% -2.36% -3.64%

3年 設定来

-13.15% 4.55%

-8.36% 6.12%

ファンド -0.81% -2.88% -4.58% -4.39%

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年

基準価額（円）※ 7,245 資産 比率

2025年3月31日

純資産総額（億円） 債券 99.45%

設定日 2011年1月31日 現金等※ 0.55%

11.0

信託期間 無期限 合計 100.00%

決算日
毎月18日

(休業日の場合は翌営業日)

A+

1.37

0.74

2.10

1.37

※基準価額は信託報酬控除後です。

※現金等には未払諸費用等を含みます。
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(億円)(円) 純資産総額（右軸）

基準価額（左軸）

基準価額【税引前分配金再投資】（左軸）

参考指数（左軸）

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンドの騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。

・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありません。

・平均格付とは、基準日時点でファンドが保有している有価証券の信用格付を

・加重平均したものであり、ファンドの信用格付ではありません。

・上記はマザーファンドの値です。

・基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。基準価額は信託報酬控除後です。

信託報酬については、後記の「ファンドの費用」をご覧ください。

・参考指数はNOMURA-BPI総合です。設定日を10,000として指数化しております。参考指数については後記をご参照ください。

・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありません。

※1  「平均最終利回り（％）為替ヘッジ後」は組入現物債券の最終利回り（為替

ヘッジコスト（為替の直物取引レートと3ヵ月先渡取引レートから算出）を控除し

た値）を加重平均して算出したものです。

※2 「 ロールダウン効果」とは、債券の年限が長いほど利回りが高く、債券の年

限ごとの利回りが変化しない場合、時間の経過に伴い、債券の年限（残存年

数）が短くなることで利回りが低下し、債券価格が上昇することで得られる効果

のことをいいます。上記の数値は、債券の年限ごとの利回りが変化しないとの

前提の下で試算したものです。市場動向により、債券の年限ごとの利回りが変

化した場合には、当該数値も変動します。したがって、当該数値は将来の運用

成果等を示唆または保証するものではありません。

※3  「ロールダウン効果込み利回り（％）為替ヘッジ後」の数値は、

「平均最終利回り（％） 為替ヘッジ後」と「ロールダウン効果（％）」の合計です。
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現在

 分配金実績（1万口当たり、税引前）

 「アムンディ・ジャパン・プラス債券マザーファンド」の組入状況（マザーファンドの純資産総額比）

　国別組入比率

 国別組入比率の推移（月次ベース）

　組入上位銘柄
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P.4の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

2025年3月31日

1 円

国名

設定来累計 3,687 円

2024年11月18日 10円 2025年2月18日 1 円

決算日 分配金 決算日 分配金

2024年10月18日 10円 2025年1月20日 1 円

比率

99.53% 

2024年12月18日 10円 2025年3月18日

日本

14.47%

14.34%

14.30%
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銘柄名 クーポン 償還日 比率

日本国債 0.600% 2033/12/20

日本国債 0.800% 2033/9/20

日本国債

日本国債 0.800%

日本国債

1.100% 2034/6/20 13.98%

日本国債 0.500% 2032/12/20

1.400% 2034/9/20

2034/3/20 14.03%

14.28%

14.13%日本国債 0.400% 2033/6/20

・分配金は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。

・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合が

あります。

・直近6期分の分配実績です。
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現在

　【ご参考】期間別騰落率の要因分解

　運用コメント

P.4の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

-2.09% -9.42%

3年 設定来

-13.15% 4.55%

5.41% 19.53%1.54%

-4.38%

-0.85% -6.42%

2025年3月31日

【今後の運用方針】
　 目標とする国別組入比率である日本100％を維持します。

【運用状況】
（投資行動）
　目標とする国別組入比率である日本100％を維持しました。

（パフォーマンス）
　当月のパフォーマンスは－0.81％となりました。金利が上昇した日本国債の保有がマイナスに寄与しま
した。

【市場環境】
　米国では、月初堅調な経済指標の発表などから長期金利は小幅に上昇（債券価格は下落）しました
が、月末にかけては相互関税に対する不透明感などから長期金利は低下（債券価格は上昇）基調に転
じました。月間では、長期金利はほぼ横ばいでした。欧州では、ドイツの軍事費の増加による財政赤字
拡大への懸念を一部市場が織り込んだことなどを受け、長期金利は大幅に上昇しました。オーストラリ
アでは、中央銀行が2月に利下げを発表したものの、オーストラリア政府が国債発行予定額の引き上げ
を発表したことなどから長期金利は上昇しました。日本では、海外金利の上昇や石破首相の商品券配
布問題を受け、積極財政を主張している高市氏が再び首相候補となることへの思惑が市場で一部広
がったことなどから長期金利は上昇基調となりました。
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期間

騰落率

インカム要因

キャピタル要因等

信託報酬要因

為替ヘッジコスト要因

-0.70%

-12.31% 0.85%

-4.17%

1年

-4.39%

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンドの騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。

・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありません。

・「キャピタル要因等」は、売買損益と評価損益に加え、その他の誤差を含みます。

・「期間別騰落率の要因分解」は概算値であり、その正確性を保証するものではありません。傾向を把握するための参考値としてご覧ください。

参考指数であるNOMURA-BPI総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社（以下「NFRC」という。）が公表する、国内で発行された公募

利付債券の市場全体の動向を表す投資収益指数です。同指数の知的財産権とその他一切の権利はNFRCに帰属します。
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　ファンドの目的

　ファンドの特色

①

②

③

④

　投資リスク

《当資料のお取扱いについてのご注意》

《投資信託ご購入時の注意点》
投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申し上げます。
●投資信託は預金ではなく、預金保険の対象とはなりません。●投資信託は保険契約ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象とはなりませ
ん。●銀行を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。●投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行
います（銀行・証券会社は販売の窓口となります）。●投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります）に投資するた
め、運用実績は市場環境等によって変動します。したがって、投資元本および分配金が保証された商品ではありません。●投資した資産の価値
の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。●投資信託のお申込みに関してはクーリングオフの適用はありませ
ん。
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当資料は、「アムンディ・ジャパン・プラス債券ファンド｣の商品内容説明資料としてアムンディ・ジャパン株式会社が作成した資料です。当資料に記
載したコメントは、将来を保証するものではなく、資料作成時点における当社の見解や予想であり、将来の経済・市場環境、政治情勢等の変化に
より予告なく変更することがあります。当資料に記載したデータは資料作成時点のものであり将来の傾向、数値等を示唆するものではありませ
ん。購入のお申込みを行う場合には、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず商品内容、リスク等の詳細をご確
認の上、ご自身のご判断でお申込みください。

◆資金動向や市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。◆

ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として債券など値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動による影響があります）に実
質的に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているものではありません。ファンドの基準価額の下落によ
り、損失を被り投資元本を割込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。なお、投資信託は預貯金とは異なり
ます。

基準価額の主な変動要因としては、価格変動リスク、金利変動リスク等が挙げられます。なお、基準価額の変動要因（投資リスク）はこれらに限
定されるものではありません。また、その他の留意点として、為替変動による影響、ファンドの繰上償還、流動性リスクに関する留意事項等があ
ります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

安定した収益の確保と投資信託財産の中長期的な成長を目標として運用を行います。

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を含む世界の国債等※1に投資し、安定的なインカムゲインの獲得を
めざします。

・原則として、FTSE世界国債インデックスに採用されている国の中から、組入時においてダブルA格相当以上（AA－／Aa3以上）※2を取得して
いる国（ただし、日本を除く）の国債等に投資します。
・国債等の組入比率は、原則として高位を保ちます。
  ※1　国債のほか、日本を含む世界各国の地方債、政府機関債等に投資する場合があります。
  ※2　S&Pまたはムーディーズによる格付を基準とします。
  ＊アムンディ・ジャパン・プラス債券ファンドは、NOMURA-BPI総合を参考指数とします。

海外の国債等については、為替変動リスクを抑えつつ投資を行います。

・海外の国債等については、原則として、3ヵ月程度の期間で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ることをめざします。
・世界の国債等の中から為替ヘッジ後の円ベースの利回りが相対的に高い国の国債等に投資します。

各国債等への投資比率は、各国の金利水準や債券の収益率等を勘案して決定します。

・投資対象国の債券の為替ヘッジ後の円ベースの利回り、各債券の収益変動率（ボラティリティ）や各債券の値動きの相関度等を勘案して、組
入比率を決定します。
・1ヵ国への集中投資を避けるため、日本以外の国の債券への組入上限を1ヵ国あたり40％とします。ただし、日本国債への投資割合は、市況
動向等によっては100％となることがあります。

毎月18日(休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

・分配金額は、委託会社が基準価額水準および市況動向等を勘案して決定します。 ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わないこ
とがあります。したがって、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
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　収益分配金に関する留意事項
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　お申込みメモ

　ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用

　委託会社、その他の関係法人の概要

P.4の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

◆ファンドの費用の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することはできません。
◆ファンドの費用については、有価証券届出書作成日現在の情報であり、今後変更される場合があります。

ファンドに関する照会先

アムンディ・ジャパン株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）　第350号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会、
加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会

株式会社 りそな銀行

販売会社については巻末をご参照ください。

アムンディ・ジャパン株式会社
お客様サポートライン ： 050-4561-2500
受付は委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで
ホームページアドレス ： https://www.amundi.co.jp/

委託会社

受託会社

販売会社

信託財産留保額 ありません。

運用管理費用
（信託報酬）

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率0.715％（税抜0.65％)以内を乗じて得た金額とし、ファンドの
計算期間を通じて毎日、費用計上されます。
毎計算期間末または信託終了のとき、投資信託財産中から支弁します。

その他の費用・
手数料

その他の費用・手数料として下記の費用等が投資者の負担となり、ファンドから支払われます。
・有価証券売買時の売買委託手数料および組入資産の保管費用などの諸費用
・信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費用等を
含みます。）
・投資信託財産に関する租税　等
※その他の費用・手数料の合計額は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することは
できません。

購入・換金申込受付
の中止および取消し

委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事
情があるときは、購入・換金の申込受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金の申込受付を取消すことができ
ます。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。ファン
ドは、NISAの対象ではありません。
配当控除および益金不算入制度は適用されません。

購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。有価証券届出書
作成日現在の料率上限は1.65％（税抜1.5％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託期間 無期限とします。（設定日：2011年1月31日）

決算日 年12回決算、原則毎月18日です。休業日の場合は翌営業日とします。

収益分配
年12回。毎決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。
販売会社によっては分配金の再投資が可能です。

ニューヨークまたはロンドンの銀行休業日のいずれかに該当する場合には、受付けません。

申込締切時間 詳しくは販売会社にお問合せください。

換金制限 委託会社の判断により、一定の金額を超える換金申込には制限を設ける場合があります。
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購入単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として5営業日目から販売会社においてお支払いします。

購入・換金申込
受付不可日
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　販売会社一覧（業態別・五十音順）

P.4の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業
協会

○

○

○

金融商品取引業者等 登録番号

日本証券
業協会

一般社団
法人投資
信託協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第593号 ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○

7/7

○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第3号 ○
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